
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記

　　該当なし

 2. 重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法	

　　・　満期保有目的の債券等

　　　　　取得価額をもって貸借対照表価額としている。

　　　　　取得価額と債権金額との差額について重要性が乏しい満期保有目的の債券であり、償却原価法を

         適用しない。

　　・　上記以外の有価証券で時価のあるもの

　　　　　決算日の市場価格に基づく時価法

（２）固定資産の減価償却の方法

　　・　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得したものに

       ついては定額法によっている。

　　

　　・　リース資産

　　　　　該当なし

（３）引当金の計上基準

　　・　徴収不能引当金

　　　　　該当なし

　　・　退職給付引当金

　　　　　社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び中小企業退職金共済制度に加入しているため、現在退

         職給付引当金は計上していない。

　　・　賞与引当金

　　　　　翌期に支給する職員の賞与につき、支給対象期間が当期に帰属する支給見込額を計上している。

 3. 重要な会計方針の変更

　社会福祉法人新会計基準（社会福祉法人会計基準の制定について（社援発0727第1号他／平成23年7月27日）

に基づき会計処理を行っている。

 4. 法人で採用する退職給付制度

　社会福祉施設職員等退職手当共済法（昭和36年6月19日法律第155号）、同法施行令及び同法施行規則並び

に社会福祉施設職員等退職手当共済約款による社会福祉施設職員等退職手当共済制度加入による。

　なお、上記制度の加入条件を満たしていない者であって一定の雇用条件を満たす者に対しては、中小企業

退職金共済法（昭和３４年５月９日法律第１６０号）による中小企業退職金共済制度加入による。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

（１）法人全体の計算書類（第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）

（２）事業区分別内訳表（第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

（４）公益事業における拠点区分別内訳表（第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

（５）収益事業における拠点区分別内訳表

　　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　ア　本部拠点区分

　　イ　きすきの里・ほっとらいふ雲南拠点区分（社会福祉事業）

　　　・　きすきの里サービス区分

　　　・　ほっとらいふ雲南サービス区分

　　　・　居宅介護センターサービス区分

　　　・　共同生活事業所サービス区分

　　　・　短期入所サービス区分

　　　・　相談支援センターサービス区分

計算書類に対する注記(法人全体用)



　　ウ　ひなたぼっこきすき拠点区分（公益事業）

　　　・　ひなたぼっこきすきサービス区分

 6. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　温水ヒーターの取替に伴い、国庫補助金等特別積立金682,334円を取り崩した。

 8. 担保に供している資産

　担保に供されている資産はなし

 9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位:円)

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

   満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
　 ただし、上記２（１）の理由により、取得価額を記載する。

(単位:円)

合計 76,134,312

国債 2,011,041 令和14年12月20日

国債 3,016,561 令和14年12月20日

国債 6,915,421 令和15年12月20日

国債 4,022,082 令和14年12月20日

国債 4,925,372 令和15年12月20日

国債 1,005,520 令和14年12月20日

国債 6,417,909 令和15年12月20日

国債 9,969,136 令和13年12月20日

国債 6,978,395 令和13年12月20日

国債 7,910,259 令和12年12月20日

国債 3,905,064 令和12年12月20日

国債 13,574,527 令和14年12月20日

国債 5,483,025 令和13年12月20日
種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益 償還日

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

建物

小計

その他の固定資産

524,983,594

構築物

機械及び装置

車輌運搬具

器具及び備品

建物

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産の種類

土地

建物

定期預金

30,059,950

264,687,447

1,000,000

295,747,397

0

5,115,000

0

5,115,000

0

21,211,666

0

21,211,666

30,059,950

248,590,781

1,000,000

279,650,731

524,983,594

14,049,512

312,110

98,553,439

623,537,033

276,392,813

276,392,813

4,623,517

3,463,184

1,406,890

25,727,647

5,521,429

17,512,696

1,719,000

248,590,781

248,590,781

897,912

10,424,092

8,211,529

33,895,155

282,485,936

29,437,046

64,658,284

341,051,097

36,151,739

37,648,575

小計

合計

合計

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

38,570,230

38,570,230

0

0

38,570,230

38,570,230

事業未収金



12. 関連当事者との取引の内容

　該当なし

13. 重要な偶発債務

　該当なし

14. 重要な後発事象

　該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす

　るために必要な事項

　該当なし


